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8.4 土壌汚染 

8.4.1 現況調査 

（1）調査事項及びその選択理由 

土壌汚染の現況調査の調査事項及びその選択理由は、表 8.4-1 に示すとおりである。 

 

表 8.4-1 調査事項及びその選択理由 

調査事項 選択理由 

①土地利用の履歴等の状況 
②土壌汚染の状況 
③地形、地質、地下水及び土壌の状況 
④気象の状況 
⑤土地利用の状況 
⑥発生源の状況 
⑦利水の状況 

⑧法令による基準等 

計画地内において実施した土壌汚染の現地調
査により、「鉛及びその化合物」の含有量が、一
部の区域において汚染土壌処理基準を超過して
いることが確認されている。工事の施行中にお
いては、建設工事により建設発生土が発生し、
敷地外へ搬出されるため、計画地周辺の環境に
影響が考えられることから、左記の事項に係る
調査が必要である。 

 

（2）調査地域 

調査地域は、計画地内とした。 

 

（3）調査方法 

ア 土地利用の履歴等の状況 

既存資料の整理・解析を行った。 

 

イ 土壌汚染の状況 

既存資料の整理・解析を行った。 

土壌汚染の状況は、平成 28 年度に計画地内で実施した土壌調査及び地下水調査並びに

平成 30 年度に実施した（仮称）不燃・粗大ごみ処理施設に伴う土壌汚染状況調査により

把握した。 

平成 28 年度に計画地内で実施した土壌調査及び地下水調査の調査地点図は図 8.4-1

（1）に、（仮称）不燃・粗大ごみ処理施設に伴う土壌汚染状況調査の調査地点図は図 8.4-1

（2）に示すとおりである。 
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計画地敷地境界 

 

図 8.4-1(2) 土壌調査地点図（関連施設（(仮称)不燃・粗大ごみ処理施設）用地） 

 

ウ 地形、地質、地下水及び土壌の状況 

既存資料の整理・解析を行った。 

なお、計画地内の地質及び地下水の状況については、平成 28 年度に実施した地盤のボ

ーリング調査及び地下水調査から把握した。地層構成状況調査地点図は、図 8.5-1（p.327

参照）に示すとおりである。 

 

エ 気象の状況 

既存資料の整理・解析を行った。 

 

オ 土地利用の状況 

既存資料の整理・解析を行った。 

 

カ 発生源の状況 

既存資料の整理・解析を行った。 

 

キ 利水の状況 

既存資料の整理・解析を行った。 

 

ク 法令による基準等 

関係法令の基準等を調査した。 
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（4）調査結果 

ア 土地利用の履歴等の状況 

土地利用の履歴等の状況は、表 8.4-2 に示すとおりである。 

計画地では、昭和 50 年（1975 年）に３号ごみ焼却施設、廃水処理施設、粗大ごみ処理

施設が竣工し、昭和 61 年（1986 年）に４・５号ごみ焼却施設が竣工し、現在に至ってい

る。また、2018 年２月から計画地内東側の旧小平市清掃事務所の跡地に 2020 年３月竣工

を目指し、（仮称）不燃・粗大ごみ処理施設を建設中である。 

 

表 8.4-2 土地利用の履歴等の状況 

年代 土地利用の状況 

昭和 34 年（1959 年）より前 個人所有、緑地若しくは農地 

昭和 34 年（1959 年） 小平町（現小平市）が土地を取得 

昭和 35 年（1960 年） ごみ焼却場の竣工 

昭和 40 年（1965 年） 
３市町（小平市、村山町、大和町）による一部事務組合を設立、共
同処理事業に移行し、施設を引き継いでいる。 

昭和 41 年（1966 年） １号ごみ焼却施設の竣工 

昭和 46 年（1971 年） ２号ごみ焼却施設の竣工 

昭和 49 年（1974 年） 
・ごみ焼却場跡地を整備 
・小平市清掃事務所の竣工 

昭和 50 年（1975 年） ３号ごみ焼却施設、廃水処理施設、粗大ごみ処理施設の竣工 

昭和 61 年（1986 年） ４・５号ごみ焼却施設の竣工 

昭和 62 年（1987 年） １・２号ごみ焼却施設の解体撤去 

平成 19 年（2007 年） 計画地に隣接している余熱利用施設「こもれびの足湯」の竣工 

令和元年（2019 年） 
・既存施設（３号ごみ焼却施設、４・５号ごみ焼却施設、廃水処理

施設、粗大ごみ処理施設）は継続稼働中 
・(仮称)不燃・粗大ごみ処理施設建設中 

 

イ 土壌汚染の状況 

平成 28 年度に計画地内で実施した土壌調査及び地下水調査並びに平成 30 年度に実施

した（仮称）不燃・粗大ごみ処理施設に伴う土壌汚染状況調査は、表 8.4-3 に示すとお

りである。 

 

（ア）土壌含有量分析結果 

土壌含有量の分析結果において、既存４・５号ごみ焼却施設の灰積出場付近から採

取した試料名「F2(1,5,6）」の「鉛及びその化合物」の含有量が東京都環境確保条例の

汚染土壌処理基準を超えていた。その他の試料については全て基準以下であった。 
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表 8.4-3(1) 土壌含有量分析結果（新施設用地） 

項目 

 

 

試料名 

カドミウム

及びその

化合物 

六価クロ

ム化合

物 

シアン

化合物 

水銀及

びその

化合物 

セレン及

びその化

合物 

鉛及び

その化

合物 

砒素及

びその

化合物 

ふっ素及

びその化

合物 

ほう素及

びその化

合物 

mg/kg mg/kg mg/kg mg/kg mg/kg mg/kg mg/kg mg/kg mg/kg 

Z1(9) 1 1 未満 2 未満 0.1 2 未満 94 2 未満 58 5 未満 

Z2(6) 1 未満 1 未満 2 未満 0.1 未満 2 未満 29 2 未満 50 10 

A2(3,4,5,6) 1 未満 1 未満 2 未満 0.1 未満 2 未満 75 2 未満 72 9 

B2(2,4,5,6,9) 1 未満 1 未満 2 未満 0.1 未満 2 未満 15 2 未満 79 5 未満 

C2(2,4,5,6,8) 1 未満 1 未満 2 未満 0.1 未満 2 未満 18 2 未満 86 5 未満 

D2(5,8) 1 未満 1 未満 2 未満 0.1 未満 2 未満 15 2 未満 100 5 未満 

D3(1,2,3) 1 未満 1 未満 2 未満 0.1 未満 2 未満 10 未満 2 未満 76 5 未満 

E3(1,2,3,6) 1 未満 1 未満 2 未満 0.1 未満 2 未満 26 2 未満 120 5 

F1(1,2,3) 1 1 未満 2 未満 0.1 未満 2 未満 51 2 未満 55 5 未満 

F2(1,5,6) 1 1 未満 2 未満 0.1 未満 2 未満 250 2 未満 87 7 

F3(1,2,4,5,6) 1 1 未満 2 未満 0.1 未満 2 未満 64 2 未満 140 5 未満 

G1(1,2,3) 1 未満 1 未満 2 未満 0.1 未満 2 未満 29 2 未満 78 5 未満 

G2(4,5) 1 未満 1 未満 2 未満 0.1 未満 2 未満 28 2 未満 92 5 

G3(4,5,9) 1 未満 1 未満 2 未満 0.1 未満 2 未満 64 2 未満 82 5 未満 

H3(2,7) 1 1 未満 2 未満 0.1 未満 2 未満 120 2 未満 65 6 

I0(7,8) 1 未満 1 未満 2 未満 0.1 未満 2 未満 18 2 未満 69 5 未満 

I2(3,6) 1 未満 1 未満 2 未満 0.1 未満 2 未満 42 2 未満 85 5 未満 

定量下限値 1 1 2 0.1 2 10 2 50 5 

土壌含有量

基準 
150 250 50 15 150 150 150 4000 4000 

注 1)表中の網掛け部分は環境基準を超えていることを示す。 

注 2)試料名は、図 8.4-1(1)（p.308 参照）の地点図に対応する。 

注 3)土壌含有量基準：土壌汚染対策法施行規則の規定に基づき、環境大臣が定める土壌含有量調査に係る基準で

ある。 
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表 8.4-3(2) 土壌含有量分析結果（関連施設((仮称)不燃・粗大ごみ処理施設）用地） 

項目 
 

 
試料名 

カドミウム
及びその
化合物 

六価クロム
化合物 

シアン化合
物 

水銀及び
その化合
物 

セレン及び
その化合
物 

鉛及びそ
の化合物 

砒素及び
その化合
物 

ふっ素及
びその化
合物 

ほう素及び
その化合
物 

mg/㎏ mg/㎏ mg/㎏ mg/㎏ mg/㎏ mg/㎏ mg/㎏ mg/㎏ mg/㎏ 

H2-5 15 未満 25 未満 5 未満 1.5 未満 15 未満 15 未満 15 未満 400 未満 400 未満 

H2-6 15 未満 25 未満 5 未満 1.5 未満 15 未満 15 未満 15 未満 400 未満 400 未満 

H2-7 15 未満 25 未満 5 未満 1.5 未満 15 未満 15 未満 15 未満 400 未満 400 未満 

H2-8 15 未満 25 未満 5 未満 1.5 未満 15 未満 15 未満 15 未満 400 未満 400 未満 

H2-9 15 未満 25 未満 5 未満 1.5 未満 15 未満 15 未満 15 未満 400 未満 400 未満 

H3 15 未満 25 未満 5 未満 1.5 未満 15 未満 68 15 未満 400 未満 400 未満 

H3-2 15 未満 25 未満 5 未満 1.5 未満 15 未満 15 未満 15 未満 400 未満 400 未満 

H3-6① 15 未満 25 未満 5 未満 1.5 未満 15 未満 15 未満 15 未満 400 未満 400 未満 

H3-6② 15 未満 25 未満 5 未満 1.5 未満 15 未満 15 未満 15 未満 400 未満 400 未満 

H3-9① 15 未満 25 未満 5 未満 1.5 未満 15 未満 15 未満 15 未満 400 未満 400 未満 

H3-9② 15 未満 25 未満 5 未満 1.5 未満 15 未満 15 15 未満 400 未満 400 未満 

I2 15 未満 25 未満 5 未満 1.5 未満 15 未満 20 15 未満 400 未満 400 未満 

I3 15 未満 25 未満 5 未満 1.5 未満 15 未満 15 未満 15 未満 400 未満 400 未満 

I3-4 15 未満 25 未満 5 未満 1.5 未満 15 未満 15 未満 15 未満 400 未満 400 未満 

I3-7 15 未満 25 未満 5 未満 1.5 未満 15 未満 15 未満 15 未満 400 未満 400 未満 

I3-8 15 未満 25 未満 5 未満 1.5 未満 15 未満 15 未満 15 未満 400 未満 400 未満 

I3-9 15 未満 25 未満 5 未満 1.5 未満 15 未満 17 15 未満 400 未満 400 未満 

I4 15 未満 25 未満 5 未満 1.5 未満 15 未満 15 未満 15 未満 400 未満 400 未満 

J2 15 未満 25 未満 5 未満 1.5 未満 15 未満 20 15 未満 400 未満 400 未満 

J2-5 15 未満 25 未満 5 未満 1.5 未満 15 未満 15 15 未満 400 未満 400 未満 

J2-8 15 未満 25 未満 5 未満 1.5 未満 15 未満 15 未満 15 未満 400 未満 400 未満 

J3 15 未満 25 未満 5 未満 1.5 未満 15 未満 17 15 未満 400 未満 400 未満 

J3-2 15 未満 25 未満 5 未満 1.5 未満 15 未満 15 未満 15 未満 400 未満 400 未満 

J3-3 15 未満 25 未満 5 未満 1.5 未満 15 未満 15 未満 15 未満 400 未満 400 未満 

J3-5 15 未満 25 未満 5 未満 1.5 未満 15 未満 15 未満 15 未満 400 未満 400 未満 

J3-6 15 未満 25 未満 5 未満 1.5 未満 15 未満 15 未満 15 未満 400 未満 400 未満 

J4 15 未満 25 未満 5 未満 1.5 未満 15 未満 22 15 未満 400 未満 400 未満 

定量 
下限値 

15 25 5 1.5 15 15 15 400 400 

土壌含有
量基準 

150 250 50 15 150 150 150 4000 4000 

注 1)試料名は、図 8.4-1(2)（p.309 参照）の地点図に対応する。 

注 2)土壌含有量基準：土壌汚染対策法施行規則の規定に基づき、環境大臣が定める土壌含有量調査に係る基準

である。 
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（イ）土壌溶出量分析結果 

土壌溶出量の分析結果は表 8.4-4 に示すとおり、全ての試料で基準以下であった。 

 

表 8.4-4(1) 土壌溶出量分析結果（新施設用地） 

項目 
 
 
 

試料名 

カドミウ
ム及び
その化
合物 

六価ク
ロム化
合物 

シアン
化合物 

水銀及
びその
化合物 

セレン
及びそ
の化合
物 

鉛及び
その化
合物 

砒素及
びその
化合物 

ふっ素
及びそ
の化合
物 

ほう素
及びそ
の化合
物 

ポリ塩化
ビフェニ
ル 

mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L 

Z1(9) 
0.001 
未満 

0.02 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.002 
未満 

0.005 
未満 

0.005 
未満 

0.08 
未満 

0.1 
未満 

不検出 

Z2(6) 
0.001 
未満 

0.02 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.002 
未満 

0.005 
未満 

0.005 
未満 

0.08 
未満 

0.1 
未満 

不検出 

A2(3,4,5,6) 
0.001 
未満 

0.02 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.002 
未満 

0.005 
未満 

0.005 
未満 

0.08 
未満 

0.1 
未満 

不検出 

B2(2,4,5,6,9) 
0.001 
未満 

0.02 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.002 
未満 

0.005 
未満 

0.005 
未満 

0.08 
未満 

0.1 
未満 

不検出 

C2(2,4,5,6,8) 
0.001 
未満 

0.02 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.002 
未満 

0.005 
未満 

0.005 
未満 

0.08 
未満 

0.1 
未満 

不検出 

D2(5,8) 
0.001 
未満 

0.02 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.002 
未満 

0.005 
未満 

0.005 
未満 

0.22 
0.1 

未満 
不検出 

D3(1,2,3) 
0.001 
未満 

0.02 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.002 
未満 

0.005 
未満 

0.005 
未満 

0.08 
未満 

0.1 
未満 

不検出 

E3(1,2,3,6) 
0.001 
未満 

0.02 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.002 
未満 

0.005 
未満 

0.005 
未満 

0.08 
0.1 

未満 
不検出 

F1(1,2,3) 
0.001 
未満 

0.02 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.002 
未満 

0.005 
未満 

0.005 
未満 

0.08 
未満 

0.1 
未満 

不検出 

F2(1,5,6) 
0.001 
未満 

0.02 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.002 
未満 

0.005 
未満 

0.005 
未満 

0.24 
0.1 

未満 
不検出 

F3(1,2,4,5,6) 
0.001 
未満 

0.02 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.002 
未満 

0.005 
未満 

0.005 
未満 

0.19 
0.1 

未満 
不検出 

G1(1,2,3) 
0.001 
未満 

0.02 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.002 
未満 

0.005 
未満 

0.005 
未満 

0.08 
未満 

0.1 
未満 

不検出 

G2(4,5) 
0.001 
未満 

0.02 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.002 
未満 

0.005 
未満 

0.005 
未満 

0.25 
0.1 

未満 
不検出 

G3(4,5,9) 
0.001 
未満 

0.02 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.002 
未満 

0.005 
未満 

0.005 
未満 

0.08 
未満 

0.1 
未満 

不検出 

H3(2,7) 
0.001 
未満 

0.02 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.002 
未満 

0.005 
未満 

0.005 
未満 

0.09 
0.1 

未満 
不検出 

I0(7,8) 
0.001 
未満 

0.02 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.002 
未満 

0.005 
未満 

0.005 
未満 

0.08 
未満 

0.1 
未満 

不検出 

I2(3,6) 
0.001 
未満 

0.02 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.002 
未満 

0.005 
未満 

0.005 
未満 

0.08 
0.1 

未満 
不検出 

定量下限値 0.001 0.02 0.1 0.0005 0.002 0.005 0.005 0.08 0.1 0.0005 

土壌溶出量
基準 

0.01 0.05 不検出 0.0005 0.01 0.01 0.01 0.8 1 不検出 

注 1)試料名は、図 8.4-1(1)（p.308 参照）の地点図に対応する。 

注 2)土壌溶出量基準：土壌汚染対策法施行規則の規定に基づき、環境大臣が定める土壌溶出量調査に係る基準で

ある。 
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表 8.4-4(2) 土壌溶出量分析結果（関連施設（(仮称)不燃・粗大ごみ処理施設）用地）） 

項目 
 
 
 

 
試料名 

第二種特定有害物質 第三種特定有害物質 

カドミウ
ム及び
その化
合物 

六価ク
ロム化
合物 

シアン
化合物 

水銀及
びその
化合物 

セレン
及びそ
の化合
物 

鉛及び
その化
合物 

砒素
及びそ
の化
合物 

ふっ素
及びそ
の化合
物 

ほう素
及びそ
の化合
物 

シマジ
ン 
 

チオ
ベン
カル
プ 

チウラ
ム 

ポリ塩
化ビフ
ェニル 

有機リ
ン化合
物 

mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L 

H2-5 
0.001 
未満 

0.005 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.08 
未満 

0.1 
未満 

0.0003
未満 

0.002
未満 

0.0006
未満 

不検出 不検出 

H2-6 
0.001 
未満 

0.005 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.08 
未満 

0.1 
未満 

0.0003
未満 

0.002
未満 

0.0006
未満 

不検出 不検出 

H2-7 
0.001 
未満 

0.005 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.11 
0.1 

未満 
0.0003
未満 

0.002
未満 

0.0006
未満 

不検出 不検出 

H2-8 
0.001 
未満 

0.005 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.08 
未満 

0.1 
未満 

0.0003
未満 

0.002
未満 

0.0006
未満 

不検出 不検出 

H2-9 
0.001 
未満 

0.005 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.002  
0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.08 
未満 

0.1 
未満 

0.0003
未満 

0.002
未満 

0.0006
未満 

不検出 不検出 

H3 
0.001 
未満 

0.005 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.12 
0.1 

未満 
0.0003
未満 

0.002
未満 

0.0006
未満 

不検出 不検出 

H3-2 
0.001 
未満 

0.005 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.08 
未満 

0.1 
未満 

0.0003
未満 

0.002
未満 

0.0006
未満 

不検出 不検出 

H3-6① 
0.001 
未満 

0.005 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.08 
未満 

0.1 
未満 

0.0003
未満 

0.002
未満 

0.0006
未満 

不検出 不検出 

H3-6② 
0.001 
未満 

0.005 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.17 
0.1 

未満 
0.0003
未満 

0.002
未満 

0.0006
未満 

不検出 不検出 

H3-9① 
0.001 
未満 

0.005 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.08 
未満 

0.1 
未満 

0.0003
未満 

0.002
未満 

0.0006
未満 

不検出 不検出 

H3-9② 
0.001 
未満 

0.005 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.19 
0.1 

未満 
0.0003
未満 

0.002
未満 

0.0006
未満 

不検出 不検出 

定量下限
値 

0.001 0.005 0.1 0.0005 0.001 0.001 0.001 0.08 0.1 0.0003 0.002 0.0006 0.0005 0.1 

土壌溶出
量基準 

0.01 0.05 不検出 0.0005 0.01 0.01 0.01 0.8 1 0.003 0.02 0.006 不検出 不検出 

注 1)試料名は、図 8.4-1(2)（p.309 参照）の地点図に対応する。 

注 2)土壌溶出量基準：土壌汚染対策法施行規則の規定に基づき、環境大臣が定める土壌溶出量調査に係る基準で

ある。 
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表 8.4-4(3) 土壌溶出量分析結果（関連施設（(仮称)不燃・粗大ごみ処理施設）用地） 

項目 
 
 
 

 
試料名 

第二種特定有害物質 第三種特定有害物質 

カドミウ
ム及び
その化
合物 

六価ク
ロム化
合物 

シアン
化合物 

水銀及
びその
化合物 

セレン
及びそ
の化合
物 

鉛及
びそ
の化
合物 

砒素及
びその
化合物 

ふっ素
及びそ
の化合
物 

ほう素
及びそ
の化合
物 

シマジ
ン 
 

チオ
ベン
カル
プ 

チウラ
ム 

ポリ塩
化ビフ
ェニル 

有機リ
ン化合
物 

mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L 

I2 
0.001 
未満 

0.005 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.001  
0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.08 
未満 

0.1 
未満 

0.0003
未満 

0.002
未満 

0.0006
未満 

不検出 不検出 

I3 
0.001 
未満 

0.005 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.08 
未満 

0.1 
未満 

0.0003
未満 

0.002
未満 

0.0006
未満 

不検出 不検出 

I3-4 
0.001 
未満 

0.005 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.18 
0.1 

未満 
0.0003
未満 

0.002
未満 

0.0006
未満 

不検出 不検出 

I3-7 
0.001 
未満 

0.005 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.08 
未満 

0.1 
未満 

0.0003
未満 

0.002
未満 

0.0006
未満 

不検出 不検出 

I3-8 
0.001 
未満 

0.005 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.001 
0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.08 
未満 

0.1 
未満 

0.0003
未満 

0.002
未満 

0.0006
未満 

不検出 不検出 

I3-9 
0.001 
未満 

0.005 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.001 
0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.12 
0.1 

未満 
0.0003
未満 

0.002
未満 

0.0006
未満 

不検出 不検出 

I4 
0.001 
未満 

0.005 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.08 
未満 

0.1 
未満 

0.0003
未満 

0.002
未満 

0.0006
未満 

不検出 不検出 

J2 
0.001 
未満 

0.005 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.20 0.5 
0.0003
未満 

0.002
未満 

0.0006
未満 

不検出 不検出 

J2-5 
0.001 
未満 

0.005 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.11 
0.1 

未満 
0.0003
未満 

0.002
未満 

0.0006
未満 

不検出 不検出 

J2-8 
0.001 
未満 

0.005 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.12 
0.1 

未満 
0.0003
未満 

0.002
未満 

0.0006
未満 

不検出 不検出 

J3 
0.001 
未満 

0.005 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.09 
0.1 

未満 
0.0003
未満 

0.002
未満 

0.0006
未満 

不検出 不検出 

J3-2 
0.001 
未満 

0.005 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.08 
未満 

0.1 
未満 

0.0003
未満 

0.002
未満 

0.0006
未満 

不検出 不検出 

J3-3 
0.001 
未満 

0.005 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.002 
0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.28 
0.1 

未満 
0.0003
未満 

0.002
未満 

0.0006
未満 

不検出 不検出 

J3-5 
0.001 
未満 

0.005 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.22 
0.1 

未満 
0.0003
未満 

0.002
未満 

0.0006
未満 

不検出 不検出 

J3-6 
0.001 
未満 

0.005 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.001 
0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.18 
0.1 

未満 
0.0003
未満 

0.002
未満 

0.0006
未満 

不検出 不検出 

J4 
0.001 
未満 

0.005 
未満 

不検出 
0.0005 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.001 
未満 

0.19 
0.1 

未満 
0.0003
未満 

0.002
未満 

0.0006
未満 

不検出 不検出 

定量 
下限値 

0.001 0.005 0.1 0.0005 0.001 0.001 0.001 0.08 0.1 0.0003 0.002 0.0006 0.0005 0.1 

土壌溶出
量基準 

0.01 0.05 不検出 0.0005 0.01 0.01 0.01 0.8 1 0.003 0.02 0.006 不検出 不検出 

注 1)試料名は、図 8.4-1(2)（p.309 参照）の地点図に対応する。 

注 2)土壌溶出量基準：土壌汚染対策法施行規則の規定に基づき、環境大臣が定める土壌溶出量調査に係る基準である。 
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（ウ）ダイオキシン類分析結果 

ダイオキシン類の分析結果は表 8.4-5 に示すとおり、全ての試料で基準以下であっ

た。 

 

表 8.4-5 ダイオキシン類分析結果 

項目 

試料名 

ダイオキシン類 

pg-TEQ/g 

C2(2,4,5,6,8) 44 

B2(2,4,5,6,9) 43 

F2(1,5,6)G2(4,5) 120 

環境基準 1,000 

注 1)試料名は、図 8.4-1(1)（p.308 参照）の地点
図に対応する。 

 

（エ）地下水分析結果 

地下水の分析結果は表 8.4-6 に示すとおり、全ての試料で基準以下であった。 

 

表 8.4-6 地下水分析結果 
試料名 

分析項目 
№1 №2-2 №3 

定量 
下限値 

地下水 
基準等 

カドミウム及びその化合物 mg/L 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満 0.001 0.01 
六価クロム化合物 mg/L 0.02 未満 0.02 未満 0.02 未満 0.02 0.05 
シアン化合物 mg/L 不検出 不検出 不検出 0.1 不検出 
水銀及びその化合物 mg/L 0.0005 未満 0.0005 未満 0.0005 未満 0.0005 0.0005 
セレン及びその化合物 mg/L 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満 0.002 0.01 
鉛及びその化合物 mg/L 0.005 未満 0.005 未満 0.005 未満 0.005 0.01 
砒素及びその化合物 mg/L 0.005 未満 0.005 未満 0.005 未満 0.005 0.01 
ふっ素及びその化合物 mg/L 0.08 未満 0.08 未満 0.08 未満 0.08 0.8 
ほう素及びその化合物 mg/L 0.1 未満 0.1 未満 0.1 未満 0.1 1 
ポリ塩化ビフェニル mg/L 不検出 不検出 不検出 0.0005 不検出 
ダイオキシン類 pg-TEQ/L 0.60 0.11 0.054 - 1 

注 1)試料名は、図 8.4-1(1)（p.308 参照）の地点図に対応する。 

注 2)地下水基準：土壌汚染対策法施行規則の規定に基づく基準とする。 
注 3)ダイオキシン類は環境基準とする。 

 

ウ 地形、地質、地下水及び土壌の状況 

計画地内の地形、地質、地下水及び土壌の状況は、「8.5 地盤 8.5.1 現況調査 （4）調

査結果 ア 地盤の状況」（p.329～330 参照）及び「イ 地下水の状況」（p.331～333 参

照）に示したとおりである。 

 

エ 気象の状況 

計画地及びその周辺における気象の状況は、「7.3（参考）地域の概況 7.3.1 一般項目

（6）気象」（p.86～88 参照）及び「8.1 大気汚染 8.1.1 現況調査 （4）調査結果 イ 気

象の状況」（p.126～127 参照）に示したとおりである。 
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オ 土地利用の状況 

計画地及びその周辺における土地利用の状況は、「7.3（参考）地域の概況 7.3.1 一般

項目（4）土地利用」（p.70～82 参照）に示したとおりである。 

計画地周辺は、主に独立住宅、集合住宅や教育文化施設等が広がっている。 

 

カ 発生源の状況 

計画地内には、有害物質の取扱い又は保管を行う施設はない。 

なお、汚水・排水の水質試験等を行うために保管している試薬等は、解体工事に先立

ち、施設の稼働停止に伴う措置として毒物及び劇物取締法に基づき適正に処理・処分す

る。 

 

キ 利水の状況 

既存施設の平成 29 年度における地下水の使用量は 180,129m3である。なお、地下水は

主に既存焼却施設の排ガスの冷却や機器類等の洗浄に利用している。また、機器類等の

洗浄に使用した地下水は、廃水処理施設で処理し、再利用している。 

 

ク 法令による基準等 

（ア）環境基準 

環境基本法及びダイオキシン類対策特別措置法において、土壌の汚染に係る環境基

準は表 8.4-7 及び表 8.4-8 に、地下水の水質汚濁に係る環境基準は表 8.4-9 に、ダイ

オキシン類の水質汚濁に係る環境基準は表 8.4-10 に示すとおりである。 
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表 8.4-7 土壌の汚染に係る環境基準 

項 目 環境上の条件 

ｶﾄﾞﾐｳﾑ 
検液 1L につき 0.01mg 以下であり､農用地においては､米 1kg につき 0.4mg
未満であること 

全ｼｱﾝ 検液中に検出されないこと 
有機燐 検液中に検出されないこと 
鉛 検液 1L につき 0.O1mg 以下であること 
六価ｸﾛﾑ 検液 1L につき 0.05mg 以下であること 

砒素 
検液 1L につき 0.O1mg 以下であり、かつ､農用地（田に限る｡）においては､
土壌 1kg につき 15mg 未満であること 

総水銀 検液 1L につき 0.0005mg 以下であること 
ｱﾙｷﾙ水銀 検液中に検出されないこと 
PCB 検液中に検出されないこと 
銅 農用地(田に限る｡)において､土壌 1kg につき 125mg 未満であること 
ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ 検液 1L につき 0.02mg 以下であること 
ｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 検液 1L につき 0.002mg 以下であること 
四塩化炭素 検液 1L につき 0.002mg 以下であること 
1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ 検液 1L につき 0.004mg 以下であること 
1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 検液 1L につき 0.1mg 以下であること 
ｼｽｰ 1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 検液 1L につき 0.04mg 以下であること 
1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 検液 1L につき 1mg 以下であること 
1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 検液 1L につき 0.006mg 以下であること 
ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 検液 1L につき 0.03mg 以下であること 
ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 検液 1L につき 0.Olmg 以下であること 
1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ 検液 1L につき 0.002mg 以下であること 
ﾁｳﾗﾑ 検液 1L につき 0.006mg 以下であること 
ｼﾏｼﾞﾝ 検液 1L につき 0.003mg 以下であること 
ﾁｵﾍﾞﾝｶﾙﾌﾞ 検液 1L につき 0.02mg 以下であること 
ﾍﾞﾝｾﾞﾝ 検液 1L につき 0.Olmg 以下であること 
ｾﾚﾝ 検液 1L につき 0.O1mg 以下であること 
ふっ素 検液 1L につき 0.8mg 以下であること 
ほう素 検液 1L につき 1mg 以下であること 
1,4-ｼﾞｵｷｻﾝ 検液 1L につき 0.05mg 以下であること 

注 1)ｶﾄﾞﾐｳﾑ､鉛､六価ｸﾛﾑ､砒素､総水銀､ｾﾚﾝ､ふっ素及びほう素に係る環境上の条件のうち検液中濃度に係る値にあ
っては､汚染土壌が地下水面から離れており、かつ､原状において当該地下水中のこれらの物質の濃度がそれ
ぞれ地下水 1L につき 0.O1mg､0.01mg、0.05mg､0.O1mg､0.0005mg､0.01mg､0.8mg 及び 1mg を超えていない場合
には､それぞれ検液 1L につき 0.03mg､0.03mg､0.15mg、0.03mg､0.0015mg､0.03mg､2.4mg 及び 3mg とする。 

注 2)「検液中に検出されないこと」とは､定められた測定方法により測定した場合において､その結果が当該方法
の定量限界を下回ることをいう。 

注 3)有機燐とは､ﾊﾟﾗﾁｵﾝ､ﾒﾁﾙﾊﾟﾗﾁｵﾝ､ﾒﾁﾙｼﾞﾒﾄﾝ及び EPN をいう。 
資料)「土壌の汚染に係る環境基準について」（平成３年８月 23 日環境庁告示第 46 号） 
 

 



319 

 

表 8.4-8 ダイオキシン類による土壌の汚染に係る環境基準 

項 目 基 準 値 

ダイオキシン類 1,OOOpg-TEQ/g 以下 

注 1)基準値は、2,3,7,8-四塩化ジベンゾ-パラ-ジオキシンの毒性に換算した値とする。 
注 2)土壌にあっては、環境基準が達成されている場合であって、土壌中のダイオキシン類の量が 250pg-TEQ/g 以

上の場合には、必要な調査を実施することとする。 
資料)「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び土壌の汚染に係る環境

基準」（平成 11 年 12 月 27 日環境庁告示第 68 号） 

 

表 8.4-9 地下水の水質汚濁に係る環境基準 

項 目 環境上の条件 

ｶﾄﾞﾐｳﾑ 0.003mg/L 以下 
全ｼｱﾝ 検出されないこと 
鉛 0.01mg/L 以下 
六価ｸﾛﾑ 0.05mg/L 以下 
砒素 0.01mg/L 以下 
総水銀 0.0005mg/L 以下 
ｱﾙｷﾙ水銀 検出されないこと 
PCB 検出されないこと 
ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ 0.02mg/L 以下 
四塩化炭素 0.002mg/L 以下 
ｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.002kg/L 以下 
1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.004mg/L 以下 
1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.01mg/L 以下 
1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 1mg/L 以下 
1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.006mg/L 以下 
ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.01mg/L 以下 
ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.01mg/L 以下 
1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ 0.002mg/L 以下 
ﾁｳﾗﾑ 0.006mg/L 以下 
ｼﾏｼﾞﾝ 0.003mg/L 以下 
ﾁｵﾍﾞﾝｶﾙﾌﾞ 0.02mg/L 以下 
ﾍﾞﾝｾﾞﾝ 0.01mg/L 以下 
ｾﾚﾝ 0.01mg/L 以下 
硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10mg/L 以下 
ふっ素 0.8mg/L 以下 
ほう素 1mg/L 以下 
1,4-ｼﾞｵｷｻﾝ 0.05mg/L 以下 

注1)「検出されないこと」とは定められた測定方法により測定した場合において､

その結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう｡ 

資料)「地下水の水質汚濁に係る環境基準について」 (平成９年３月13 日環境庁告

示第10 号) 

 

表 8.4-10 ダイオキシン類による水質汚濁に係る環境基準 

項 目 環境上の条件 

ダイオキシン類 1pg-TEQ/L 以下 

注1)基準値は、2,3,7,8-四塩化ジベンゾ-パラ-ジオキシンの毒性に換算した値とす

る。 

資料)「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）

及び土壌の汚染に係る環境基準」 
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（イ）関係法令の基準等 

a 土壌汚染対策法の指定基準 

（a）指定基準 

土壌汚染対策法において定められている特定有害物質の種類と指定基準は、表

8.4-11 に示すとおりである。 

 

表 8.4-11 土壌汚染対策法の特定有害物質の種類と指定基準 

特定有害物質 
指定基準 

土壌含有量基準 土壌溶出量基準 

第 1種
特定有
害物質 

ｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ - 検液 1L につき 0.002mg 以下であること 

四塩化炭素 - 検液 1L につき 0.002mg 以下であること 

1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ - 検液 1L につき 0.004mg 以下であること 

1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ - 検液 1L につき 0.1mg 以下であること 

ｼｽｰ 1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ - 検液 1L につき 0.04mg 以下であること 

1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ - 検液 1L につき 0.002mg 以下であること 

ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ - 検液 1L につき 0.02mg 以下であること 

ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ - 検液 1L につき 0.O1mg 以下であること 

1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ - 検液 1L につき 1mg 以下であること 

1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ - 検液 1L につき 0.006mg 以下であること 

ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ - 検液 1L につき 0.03mg 以下であること 

ﾍﾞﾝｾﾞﾝ - 検液 1L につき 0.O1mg 以下であること 

第 2種
特定有
害物質 

ｶﾄﾞﾐｳﾑ及びその化合物 
土壌1kgにつき150mg以下
であること 

検液 1L につき 0.O1mg 以下であること 

六価ｸﾛﾑ化合物 
土壌1kgにつき250mg以下
であること 

検液 1L につき 0.05mg 以下であること 

ｼｱﾝ化合物 
遊離ｼｱﾝとして土壌 1kg に
つき 50mg 以下であること 

検液中に検出されないこと 

水銀及びその化合物(う
ちｱﾙｷﾙ水銀) 

土壌 1kg につき 15mg 以下
であること 

検液 1L につき 0.0005mg 以下であること（検
液中に検出されないこと） 

ｾﾚﾝ及びその化合物 
土壌1kgにつき150mg以下
であること 

検液 1L につき 0.O1mg 以下であること 

鉛及びその化合物 
土壌1kgにつき150mg以下
であること 

検液 1L につき 0.O1mg 以下であること 

砒素及びその化合物 
土壌1kgにつき150mg以下
であること 

検液 1L につき 0.O1mg 以下であること 

ふっ素及びその化合物 
土壌 1kg につき 4000mg 以
下であること 

検液 1L につき 0.8mg 以下であること 

ほう素及びその化合物 
土壌 1kg につき 4000mg 以
下であること 

検液 1L につき 1mg 以下であること 

第 3種
特定有
害物質 

ｼﾏｼﾞﾝ - 検液 1L につき 0.003mg 以下であること 

ﾁｳﾗﾑ - 検液 1L につき 0.006mg 以下であること 

ﾁｵﾍﾞﾝｶﾙﾌﾞ - 検液 1L につき 0.02mg 以下であること 

PCB - 検液中に検出されないこと 

有機燐化合物 - 検液中に検出されないこと 

資料)土壌含有量基準：土壌に含まれる特定有害物質の量に関する基準（土壌汚染対策法施行規則別表第 4） 
土壌溶出量基準：土壌に水を加えた場合に溶出する特定有害物質の量に関する基準（同規則別表第 3） 
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（b）調査・対策の流れ 

土壌汚染対策法に基づく土壌汚染対策の流れは、図 8.4-2 に示すとおりである。 

 

 

図 8.4-2 土壌汚染対策法に基づく土壌汚染対策の流れ 

 

・有害物質使用特

定施設の廃止時 

 

 

（法第３条） 

・一定規模 

（3000m2）以上の

地質の変更 

 

（法第４条） 

・土壌汚染による

健康被害が生じ

るおそれのある

土地 

（法第５条） 

・指定の申請 

 

 

 

（法第 14 条） 

調査・結果報告命令 

土壌汚染状況調査の実施・報告（土地所有者等が実施・報告） 

汚染の除去が行われた場合には、指定を解除 

＜汚染のおそれあり＞ 
自主調査結果等を 

添付して申請 

指定基準に不適合 

出典：「土壌汚染の調査及び対策について」（東京都環境局ホームページ） 

【要措置区域】 

・健康被害が生ずるおそれのある土地 

・汚染の除去等の措置を知事が指示 

・原則として形質の変更は禁止 

【形質変更時要届出区域】 

・健康被害が生ずるおそれのない土地 

・土地の形質を変更する場合にはあら

かじめ届出が必要 

【要措置区域】又は【形質変更時要届出区域】に指定 
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b 東京都環境確保条例の汚染土壌処理基準 

（a）処理基準 

東京都環境確保条例で定める汚染土壌処理基準は、表 8.4-11（p.320 参照）に示す

土壌汚染対策法の特定有害物質の指定基準と同様である。 

なお、アルキル水銀は第３種有害物質に位置づけている。 

 

（b）調査・対策の流れ 

東京都環境確保条例に基づく土壌汚染対策の流れは図 8.4-3 に示すとおりである。 

 

図 8.4-3 東京都環境確保条例に基づく土壌汚染対策の流れ 

 

汚染され、又は汚染さ

れているおそれがあ

ると認められるとき 

出典：「環境確保条例の土壌汚染対策に係るフロー図」（東京都環境局ホームページ） 

有害物質取扱事業者 土地改変者 

地歴等調査・届出 

3000m2以上の敷地内
における土地の改変 

工場又は指定作業所
を廃止・除去すると
き 

土壌を汚染したこと
により大気又は地下
水を汚染し、かつ、現
に人の健康に係る被
害が生じ、または生じ
るおそれがあると認
められるとき 

第 114 条 第 115 条 第 116 条 第 117 条 

地下水の汚染が認め
られる地域 

土地取得者 

土壌汚染状況調査の実施・報告 土壌汚染状況調査の実施・報告 

汚染土壌処理基準を超える場合 汚染土壌処理基準を超える場合 

汚染拡散防止計画書の作成・提出 汚染処理計画書の作成・提出 

汚染拡散防止措置の実施 汚染土壌の処理の実施 

汚染拡散防止措置完了の届出 処理完了の届出 

記録の保管・承継（第 118 条） 
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8.4.2 予測 

（1）予測事項 

予測事項は、工事の施行中において、以下に示す項目とした。 

・土壌中の有害物質等の濃度 

・地下水への溶出の可能性の有無 

・汚染土壌の量 

・新たな土地への拡散の可能性の有無 

 

（2）予測の対象時点 

建設工事（掘削工事）に伴い建設発生土が排出される時点又は排出される期間とした。 

 

（3）予測地域 

計画地内とした。 

 

（4）予測方法 

現況調査結果及び建設工事に伴って発生する建設発生土の量の処理・処分方法を検討

し、施工計画の内容から予測する方法等とした。 

 

（5）予測結果 

ア 土壌中の有害物質等の濃度 

計画地内における土壌調査結果では、既存４・５号ごみ焼却施設の灰積出場付近から

採取した試料において「鉛及びその化合物」の土壌含有量の基準値超過が確認された。

その他の調査地点の有害物質含有量・溶出量は全調査項目で「土壌汚染対策法」による

指定基準及び東京都環境確保条例の汚染土壌処理基準を下回った。 

当該土壌含有量の基準値超過区画については、工事開始前に詳細調査を実施し、汚染

の除去や拡散防止措置等、関係法令に基づき適切に対策を講じる。 

ダイオキシン類については、「ダイオキシン類による大気の汚染、水質汚濁及び土壌

の汚染に係る環境基準」の環境基準を下回った。 

なお、既存施設を解体する前には清掃を十分行うことにより、当該施設のごみや灰等

に含まれる汚染物質は事前に除去され、工事中の作業により土壌が汚染されるおそれは

ない。 

また、既存施設の除却や土地の改変に先立ち関係法令に基づいた土壌汚染状況調査等

を実施する。この調査において土壌の汚染が認められた場合は、汚染の除去や拡散防止

措置等、関係法令に基づき適切に対策を講じる。 

このことから、土壌中の有害物質等の濃度が土壌調査結果より悪化することはないと

予測する。 
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イ 地下水への溶出の可能性の有無 

計画地内における土壌調査において、地下水中の有害物質等の濃度は、全ての試料に

おいて「地下水の水質汚濁に係る環境基準について」及び「ダイオキシン類による大気

の汚染、水質汚濁及び土壌の汚染に係る環境基準」の環境基準をいずれも下回った。 

また、「ア 土壌中の有害物質等の濃度」に示すとおり、土壌汚染を悪化させるおそれ

はないことから、地下水への溶出の可能性はないと予測する。 

 

ウ 汚染土壌の量 

土壌調査を行った範囲では、「鉛及びその化合物」の土壌含有量の基準値超過が確認

された。その他の調査地点の有害物質溶出量・含有量は全調査項目で「土壌汚染対策法」

による指定基準及び「東京都環境確保条例」による汚染土壌処理基準を下回っていた。 

当該区画については、「ア 土壌中の有害物質等の濃度」に示したとおり、工事開始

前に詳細調査を実施し、土壌汚染の範囲、深さを決定し、汚染土壌の除去や拡散防止等、

適正に対策を講じる。このため、詳細な汚染土壌の量は、既存施設があることにより調

査できなかった範囲及び土壌調査を実施した範囲も含めて詳細調査を実施することによ

り確定することになるが、最大 3,000m3(三つの単位区画、深さ 10m として)と予測する。 

 

エ 新たな土地への拡散の可能性の有無 

「ア 土壌中の有害物質等の濃度」に示すとおり、「鉛及びその化合物」の土壌含有

量の基準値超過が確認された区画については詳細調査を実施し、汚染の除去や拡散防止

等、適正に対策を講じるとともに、既存施設を解体する前には施設の清掃を十分行うこ

とにより、当該施設のごみや灰等に含まれる汚染物質は事前に除去され、土壌中の有害

物質等の濃度が土壌調査結果より悪化することはない。したがって、土壌調査を行った

範囲において新たな土壌汚染は発生しないと予測する。 

なお、「ウ 汚染土壌の量」に示した汚染土壌の処理については、「東京都土壌汚染対

策指針」等に基づき、必要な汚染拡散防止措置等適切な対策を講じる。 

また、既存施設があることにより調査できなかった範囲及び土壌調査を実施した範囲

も含めて、計画地内において既存施設の除却や土地の改変・形質の変更を行う前に、土

壌汚染対策法及び東京都環境確保条例に基づき、土壌汚染状況調査等を実施し、汚染が

確認された場合は、汚染の除去や拡散防止措置等、関係法令に基づき適切に対策を講じ

る。 

このことから、新たな地域への拡散の可能性はないと予測する。 
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8.4.3 環境保全のための措置 

（1）工事の施行中 

ア 予測に反映した措置 

・「鉛及びその化合物」の土壌含有量の基準値超過が確認された区画については詳細調

査を実施する。 

・既存施設の除却や土地の改変に先立ち、「東京都環境確保条例」第 116 条及び第 117

条等に基づき有害物質の土壌汚染状況調査等を行う。調査にあたっては「東京都土

壌汚染対策指針」等に基づき調査単位区画を設定し、調査区画が建物下など工事着

手前に調査が実施できない区画がある場合、工事の進捗に合わせ当該区画の調査を

実施する。 

・基準値を超過する汚染された土壌が確認された場合、関係法令に基づく適正な措置

を行う。 

・本事業に伴う建設発生土を搬出する場合は、土壌中の有害物質等が「東京都建設発

生土再利用センター」等の受入基準に適合していることを確認の上、運搬車両にシ

ート掛け等を行い搬出する。 

・土壌汚染調査において確認された汚染土壌を区域外へ搬出する場合、「汚染土壌の

運搬に関するガイドライン」に基づき、運搬車両にシート掛け等を行ったうえで適

切に運搬する。また、「東京都環境確保条例」及び「土壌汚染対策法」に基づき、

許可を受けた汚染土壌処理施設へ搬出し適切に処理する。なお、ダイオキシン類に

おける汚染が確認された場合は、「ダイオキシン類基準不適合土壌の処理に関する

ガイドライン」に基づき、適切に処理する。 

 

イ 予測に反映しなかった措置 

・有害物質等による汚染土壌が確認された場合は、工事の施工において発生する排水

について、仮設の汚水処理設備において下水排除基準に適合するよう適切に処理し

た後、公共下水道に排水する。 

 

8.4.4 評価 

（1）評価の指標 

評価の指標は、工事の施行中において、以下に示す指標とした。 

・新たな地域に土壌汚染を拡散させないこと 
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（2）評価の結果 

ア 土壌中の有害物質等の濃度 

計画地内における土壌調査結果では、既存４・５号ごみ焼却施設の灰積出場付近から

採取した試料において「鉛及びその化合物」の土壌含有量の基準値超過が確認された。

その他の調査地点の有害物質含有量・溶出量は全調査項目で「土壌汚染対策法」による

指定基準及び東京都環境確保条例の汚染土壌処理基準を下回った。 

当該土壌含有量の基準値超過区画については、工事開始前に、詳細調査を実施し、汚

染の除去や拡散防止措置等、関係法令に基づき適切に対策を講じる。 

ダイオキシン類については、「ダイオキシン類による大気の汚染、水質汚濁及び土壌

の汚染に係る環境基準」の環境基準を下回る結果であった。 

また、ごみや灰等に含まれる汚染物質は事前に除去されるため、工事中の作業により

土壌が汚染されるおそれはない。 

さらに、既存施設の除却や土地の改変に先立ち関係法令に基づいた土壌汚染状況調査

等を実施する。この調査において土壌の汚染が認められた場合は、汚染の除去や拡散防

止措置等、関係法令に基づき適切に対策を講じる。 

したがって、土壌中の有害物質により新たな地域に土壌汚染を拡散させることはない。 

 

イ 地下水への溶出の可能性の有無 

現況調査では、地下水中の有害物質及びダイオキシン類の濃度はいずれも環境基準を

下回った。 

また、「ア 土壌中の有害物質等の濃度」に示すとおり、土壌中の有害物質により新た

な地域に土壌汚染を拡散させることはない。 

したがって、有害物質が地下水へ溶出する可能性はなく、新たな地域に土壌汚染を拡

散させることはない。 

 

ウ 汚染土壌の量 

「ア 土壌中の有害物質等の濃度」に示したとおり「鉛及びその化合物」の土壌含有

量の基準値超過が確認された。 

当該区画については、「ア 土壌中の有害物質等の濃度」に示したとおり、汚染の除

去や拡散防止等、適正に対策を講じる。 

なお、既存施設の除却や土地の改変に先立ち関係法令に基づいた土壌汚染状況調査等

を実施する。この調査において土壌の汚染が認められた場合は、汚染の除去や拡散防止

措置等、関係法令に基づき適切に対策を講じる。したがって、新たな地域に土壌汚染を

拡散させることはない。 

 

エ 新たな土地への拡散の可能性の有無 

「ア 土壌中の有害物質等の濃度」、「イ 地下水への溶出の可能性の有無」及び「ウ 

汚染土壌の量」に示すとおり、関係法令に基づく基準を満足し、土壌汚染の拡散がない

ことから、新たな地域に土壌汚染を拡散させることはない。 


